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enneb/Via.htm) J~ ~ 200l~lill~ 30 ~ eC)~~F) . 
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128 International Convention for the Suppression of Terrorist Bombings, I. L. M., Vol. 37 (1998), 
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　　サイト（http：〃untreaty．un．org／ENGLISH／Status／Chapter＿xviii／treaty9．asp）より2001年11月
　　30日に入手）。
129　Intemationa1Convention　for　the　Suppression　of　the　Finmcing　of　Terrorism，工L　M．，Vo1．39
　　（2000），P・270ef8叫1999年12月9日採択、未発効。国連ウェブサイト（h岬：〃mtreaty．un．
　　org／ENGLISH／Status／Chapteしxviii／treaty11．asp）より2001年11月30日に入手。
130バシオウニ（Bassiouni）は、「引渡しか訴追か、この厳格な義務を課すことにより、刑
　　罰から免れていることが減ぜられ、訴追を通じ（犯罪の一筆者付加）抑止がいっそう強
　　化される。このことが引渡しか訴追かという法理（concept）の要諦」であると述べてい
　　る。M．Cherif　Bassio㎜i，〃em肋㎝a1Ex肋伽㎝』㎡加d8伽e∫Law㎜d〃ac此e（Third　E吐，
　　0cema，1996），p．8，
131なお、プラックタは「ロッカビー事件は刑事分野の国際協力に関する法を修正したのか
　　否かという疑問を生ぜしめた」とし、「具体的には、『引渡しか訴追か』という伝統的な
　　方式に第3の選択肢、すなわち『移送か』（aut　transferere）が新たに加わったのか。」「今
　　や、犯罪人引渡しでもない、訴追でもない、容疑者の第3国への移送（de1ivery）という
　　中間の選択肢（midd1e　path）が新たに付加されることによって、被請求国の裁量は増大
　　し、広がったのだろうか」と疑問を提示している。P1achta，8upra　note26，p．136．プラッ
　　クタ・前掲注（32）81－82頁。
132古谷修一「航空機に対するテロ行為と国際法一『引渡か訴追か』方式の意義と問題」
　　『空法』第33号（1992年）80頁。Shubber，8upranote90，pp．250－251，
133ハーグ条約に関する説明として、山本条太「民間航空機の諸側面をめぐる国際法上の枠
　　組」『日本と国際法の1OO年第2巻陸・空・宇宙』（国際法学会’（編）、三省堂、2001年）
　　171－172頁。
134JointDec1arationofTheUnitedStatesmdUnitedKingdom，8岬ranote27，p．723．イギリスの
　　代理人がICJにおける口頭弁論（仮保全措置の申請段階）において必ずしもモントリオ
　　ール条約に則って容疑者の引渡しを要求しているわけではないと述べている部分がある
　　ことに留意する必要があろう。0ra1Hear㎞gs　On　Questions　ofInte卯retation　and　APP1ication
　　of　Mon血ea1Convention㎡si㎎from　the　Aeria1Incident　at　Lockerbie（Libyan　Arab　Jam舳ya
　　v．United　Kingdom），c允ed加E1agab，8岬㎜note9，p．298；Shubber，忘岬胴note　gO，p．262（n．89）．
　　　また、イギリス自身はなんらモントリオール条約を援用しているわけではなく、この
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　　条約の枠外において同国が容疑者の引渡しを要求することはなんら妨げられないとする
　　同国の主張（先決的抗弁段階）にも留意する必要があろう。Lockerbie，Pre1iminary
　　○呵ections（LibymArab　J㎜出廿iyav．United　Kingdom），岬ranote54，p．19，para27．杉原前
　　掲注（54）89頁。
135安保理による強制措置の事例に関してより詳しくは松井芳郎『国際法から世界を見る一
　　市民のための国降法入門一』（東信堂、2001年）204－205頁掲載の「表9・1安保理事
　　会による『強制措置』の事例」を参照。
136　U．N．Doc．S／RES／794（December3．1992）．
137　U．N．Doc．S／RES／808（FebmaIy22．1993）．
138杉原・前掲書注（98）440頁（高田映執筆）。
139Nige1White，To　Review　or　Not　to　Review？The　Lockerbie　Cases　before　the　Wor1d　Court，
　　Lelde㎜1buma1of血屹㎜痂o㎜〃La叱Vo1．12（1999），p．418，
140　Suzan　Lamb，Lega1Limits　to　United　Nations　Security　Counci1Powers，in　T乃e　Rea1j収of
　　血妃m痂o皿〃Lawj　E8胴ys血Homur　of五㎜Bmw舳e（Guy　S．Goodwi皿一Gi11and　Stefan　Ta1mon
　　（Eds．），Oxford　University　Press，1999），p．378．α，U．N．Doc－S／RES／748（March31．1992），
　　岬m　note44，pp．750－752．なお、佐藤哲夫教授は、安保理によって認定された国際の平
　　和および安全に対する脅威は、引渡しの要請に応じないことだけでなく、テロリズムー
　　般に対するリビアの支援であったといわれるかもしれないが、2人の容疑者が裁判のた
　　めに到着次第、先の決議によって課された措置は停止するとする決議883第16項および
　　決議1192第8項において安保理が後に採用した立場から判断して引渡し要請が中核であ
　　ったと考えるのは合理的であるとし（佐藤哲夫「国際連合憲章第7章に基づく安全保障
　　理事会の活動の正当性」一橋大学研究年報『法学研究』第34号（2001年）226頁（注13））、
　　ロッカビー事件から3年半後において容疑者の引き渡し要請に応じないことを中核的な
　　理由として、先に述べたような認定ができるかについては十分慎重に考える必要がある
　　と指摘している（同前1§7頁）。同旨、Lamb，伽dl，pp．378－379．また、ケネディー
　　（Kemedy）も、決議748の採択に際して、既に1988年の時点で発生していたテロ事件の
　　容疑者の不引渡しということからいかにして国際の安全に対する差し迫った脅威をみい
　　だすことができるのかという点について安保理が納得のいく説明をしていないと批判す
　　る。RobeH．Kemedy，Libya▽．U㎡tedStates：TheIntemation阯Co耐ofJusticeandthePower
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　　ofJudicia1Review，W昭血ja　lbum〃of血fem痂o皿a1La叱Vo1．33（1993），pp．903－904，
141中谷・前掲注（12）84頁。
142　同前。
143　U．N．Doc．S／RES／1044（J乏muaエy31．1996）．
144　U．N．Doc．S／RES／1054（Apri126．1996）．
145　U．N．Doc．S／RES／1214（December8．1998）．
146　U．N．Doc．S／RES／1267（0ctober15．1999）；S／RES／1333（December19．2000）．
147White，岬胴note139，p．418．なお、本稿執筆中、2001年9月11日に発生したアメリカにお
　　ける同時多発テロ事件に関して、安保理は翌12日にこの事件の実行者、組織者、援護者
　　（sponsors）に裁きを受けさせるためにすべての国が緊急に協働するよう要請している。
　　U・N・Doc・S侭ES／1368（September12．2001），Para3．また、安保理は9月18日、タリバン政
　　権に対してウサマ・ビンラディンの身柄を即時、無条件で引き渡すよう求める声明を出
　　した。上記12日の決議ではタリバンにもビンラディンにも言及していなかった。「ビン
　　ラデイン氏の即時引渡し要求・安保理が声明」2001年9月20日付『毎日新聞』朝刊。
　　Press　Statement　on　Afghanistan　by　Security　Counci1President，U．N．Doc．SC／7148（September
　　18．2001）．
148ICJのシュウェーベル所長（当時）は、その反対意見（先決的抗弁段階）において過去
　　における単発のテロ行為は、安保理の制裁措置の対象とはならないかもしれないが、継
　　続的なそれはその対象になりうると解釈されうる言説をする。DissentingOpinionof
　　Judge　Schwebe1，11C　J1R印o揃1998，pp．68－69，
149　ところで、安保理の判断基準は「国際連合の目的おキび原則」（国連憲章第24条2項）と
　　いう緩やかなものであり、そもそもその裁量権は非常に大きい。ときとして安保理に対
　　して投げかけられる、「二重の基準」（松井・前掲書注（135）208項など）という批判的
　　な言葉は安保理決定の公正さに疑問をはさまれるべきケースが存在したこと、そして公
　　正さを担保することが重要であることを端的に示している。安保理が、本件においてみ
　　られたように国際刑事司法過程へ関与する場合においても、当該決定の公正さが重要な
　　ことに全く変わりはない。本質的に政治的機関たる安保理による司法領域また準司法領
　　域への関与が想定されうる現在、当該決定の公正さを担保する措置の重要性を看過する
　　ことはできない。この点で、山本条太氏は「一般論として、安保理の一定の措置が違法
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　　乃至権限験越との疑問を、国連総会票決手続上の必要多数を占める程に多くの加盟国が
　　抱く場合には、第1に甲際司法裁判所の勧告的意見を求めることが可能であり、第2に当
　　該措置関連活動が財政インプリケーションを伴うのであれば、その経費支弁を国連総会
　　において認めないという対応も可能となる」と述べている。山本条太「国際の平和およ
　　び安全の維持と国家管轄権」村瀬・奥脇編集代表『国家管轄権一国際法と国内法』（勤
　　草書房、1998年）660頁。公正性を担保する方法として両者とも傾聴に値する。しかし、
　　前者に関していえばICJが判断それ白体を差し控える可能性が残されている。
150　α，JoynerandRothbaum，岬ranote15，p．256．たしかに、本件ではモントリオール条約に
　　則った形で手続は進まなかった。しかし、、オランダにおいてではあるとはいえ、正真正
　　銘のスコットランドの裁判所がスコットランド法を適用して裁きを下したという点から
　　いえば、同条約上の引渡しか訴追か方式に則った手続がなされていた場合と実質的な差
　　異はそれほど大きくないようにも思われる。
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